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ある社会選択問題：誰を選ぶべきか？
中 山 車全 夫
1.はじめに
n人の個人から構成される社会N二｛l2，……， n｝を考える。この社会は
最も貢献した個人を選ぶという問題に直面しているとしよう。各個人の社会に
対する貢献は，いくつかの要素から構成されており，それらは一定の基準にも
とづいて得点化きれていると仮定する。従って，問題はこのような得点の組を
付与された n人の中から，その得点の組がある一定の意味で最大であるよう
な個人を選び出すことに帰着される。
個人の貢献は m個の要素，あるいは項目から成っているとしよう。もし
m=lならばこの問題は自明な解をもっ。すなわち，最高得点を得ている個
人を選べばよい。もしこのような個人が2人以上いれば，適当なtie-break-
ingルールのもとで1人を選び出せばよい。また， m>lの場合でも，ある個
人がすべての項目について最高得点を得ているならば問題はない。しかし，こ
のようなケースはまれであり，一般にはこの問題は自明なものではない。
社会選択理論（SocialChoice Theory）においては，この問題は抽象化され
て一般的な投票理論，さらには社会的厚生関数の存在問題ないしその特性の分
析という問題の中に吸収されており，上で述べた形で、提起されたことは少なく
とも社会選択論の範囲ではない。しかし，抽象的な枠組みは当然，個々の具体
的問題を捨象しており，具体的・現実的問題の特殊性の中にも考察に値する問
題は残されている。上で述べた形の問題は，言うまでもなく，各々のレベルで
の社会，すなわち，個々の制度のもとでの人聞の集団において日常的に現われ，
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かっ何らかの形で“解決”されているはずのものである。
以下では，この問題に対する一つの規範的な解答を与えることを試みる。主
要な結論はたとえば，入学試験等で行なわれているような，個人の各項目につ
いての得点の単純和，ないし，加重和のような線形の評価方法ではなく，各得
点の積によって個人の貢献を評価すべきであるということである。この結果を
導ぴくためにわれわれが導入した価値判断は，各個人について，その得点の組
はその個人に固有の条件のもとで，その個人に依存しないある客観的な価値を
最大化しているべきであるということである。これがわれわれの議論におけ
る，事実上，唯一の価値判断である。
本論に入る前に，積による評価一一これを積尺度と呼ぴ，加重和によるそれ
を線形尺度と呼ぶ一一ーの特性について要約しておこう。まず第 1に，積尺度は
その根拠が一定の価値判断に明碓に示されている。これに対して，線形尺度は
常識的というだけでその根拠は明白ではない。次に，積尺度は近代経済学にお
けるほとんどの分析で仮定されている限界代替率逓減という特性を備えてい
る。この特性は価値判断というよりはむしろ事実判断であって，相対的に過少
な要素をそうでないものより重視するという当然のことを述べているにすぎな
い。しかし，いかなる線形尺度もこの性質を欠いている。第3に，積尺度は各
項目が得点化されていれば十分で、あり，この意味で単純で内あるが，線形尺度は
さらに各項目に付与する重みを選ばなければならず，これはそのために別の価
値判断を必要とする。
2.個人的価値
説明の便宜上，以下では個人の貢献をはかる要素の数を m二 2と仮定するo
m>2のケースも全く同様な議論があてはまる。各個人 iENに対して，そ
の2種類の要素の得点を組（x;, y；） で表わす。また，すべての個人の得点の
組の全体を次のようにSで表わす
? 』?
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s = { （九九） I i EN}. 
ここで，各 iについて， X;>0, J;> 0と仮定する。 Sの点（九九）は，そ
の個人iと同一視できる。こうして問題は， Sからある点 （xi, Yi）を選び出
すことに帰着される。
Sはnイ回の点から成る有限集合であるが，数学的取扱いを容易にするため，
われわれはSを平面の正象限全体に拡張して考える。これをXと書き， Xの各
点 （xt, Yt）は，数直線上のある開集合Tの点とも同一視できると仮定する。
Ne Tとし， Tのメンバ－tETを個人tと呼ぶ。むろん，点 （xt, Yt）εx 
は個人 tETと同一視される。これは純粋に技術上の仮定であり，問題の意味
を変えるものではない。われわれは， Xの各点 （xt, Yt）を一定の客観的尺度
で評価する方法を与えるわけであるが，この方法をSに限定すればもとの問題
に対する解答を与えたことになる。
きて， （xt, Yt）をXの任意の点としよう。われわれは，まず，正のウェイ
トα，bを与えてこの点 （xt, Yt）を
(lXt十byt
と評価することから始める。すべての tETに対して同ーのウェイトム bを
与える評価方法が線形尺度である。しかし，この加重和の値はム bに依存
し，さらに特定のα，bを選ぶためには対応する特定の基準が必要でnあり，ど
の基準が望ましいかという困難な議論を前提としなければならない。われわれ
の方法は，ウェイトム bはむしろ個人 tの得点の組（ぉ， Yt）に内在する情
報に基づいて，各個人に依存して決まるべきであるという立場をとる。むろ
ん，それによって得られる各個人の評価の値は，直接に個人間での比較を許す
ものではなくなるが，個人的な特性を客観的評価に反映させるために，このよ
うな迂目的方法をとるのである。
それゆえ， at>0, bt> 0を点 （xt, Yt）に付与するウェイトとしよう。干
のとき，
? ??
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ρ（xt, Yt) ＝αtXt+btYt 
を個人 tETの個人的価値と呼ぶ。さらに，個人的価値が2つの要素に等しく
配分されるようにぬ， btが選ばれているとき，その個人的価値は正規化されて
いる， と言うことにしよう。すなわち， ρ（xt,Yt）が正規化された個人的価値
であるとは次の条件が満たされることである・
条件｜ （均等配分）各tETについて，
atxt= btYt・
こうして選ばれたウェイト αt' btは， 2つの要素聞における相対的な過少性を
反映する個人的比率を与える。言いかえると，得られた個人的価値が各要素か
ら等しく生じたものとみなすことができるためには，その個人に対して，各得
点の尺度をどの比率で変更すべきかという情報を与える。この比率でウェイト
付けられた個人的価値を正規化された個人的価値と呼ぶわけである。
条件 Iの背後にある価値判断は，各個人の貢献を，個人的努力が各要素間で
等しく費されている状態を基準点として評価するという立場を述べたものであ
る。こうして，各個人の，この観点からみた特性を決定する比率が得られる。
個人的価値の値そのものは，個人間での比較を可能にするものではないことを
次の例によって確かめておこう。
例 l 個人 1' 2の得点が（x1.Y1)=(2, 2), (.x;z, Y2）二（2, 1）であると
する。客観的評価としては個人 1をより高く評価すべきであるが向Ib1二1,
fkl b2二1/2 a1ニぬこ 1と選べば
戸（xi,Y1) =4＝戸（.x;z,Y2) 
となり，客観的評価による順序と個人的価値の大小による順序は一致しない。
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なお，条件Iでαtをつねにぬ＝ 1と選んでおくことが可能で、あるが，これ
は本質的に必要であるわけではなく，比率のみが重要な情報である。次のス
テップは，これらの比率を反映した客観的尺度を定義することである。
3.客観的価値
各個人tETについて，正規化された個人的価値P(xt, Yt）とそのウェイト
αt' htが得られた。そこで，次の線分 l(xt, Yt）を考えよう－
l (xt, Yt) = { (x,y) EX I atx + btY = P (xt, Yt)}. 
l (xt, Yt）の各点はρ（xt,Yt）と同じ値の個人的価値を与える。より正確に言
えば，個人 tの得点 （xt, Yt）が比率αtlbtでイ℃替可能であったとしたならば，
その個人的価値に関して個人 tが無差別であるような点（x,y）の全体を表
わす。すなわち，ウェイト αt' htによる加重和を個人tの個人的価値とする限
り， J(xt, Yt）上のどの点も同じ値を与える。しかし，定義によって，値
P (xt, Yt）は （xt,Yt）以外の f(xt, Yt）上のいかなる点（x,y）に対しでも
その正規化きれた個人的価値ではあり得ない。それゆえ，条件Iと矛盾しない
ためには，各個人 tについて点 （Xt,Yt）は， f(xt. Yt）上の他の任意の点か
ら区別きれなければならない。客観的価値とは，それによって，点 （xt,Yt) 
をl(xt, Yt）の中から選び出すことが可能であるような価値である。
任意の点 （x,y) EXに対して定義された実数値関数 v(x,y）を考えよ
う。 v (x, y）は強い意味で単調増加であるとする。すなわち，
x孟x',Y孟y’かつ， （x,y）ヰ（x', y') 
ならば v(x, y) > v (x', y'). 
この意味は明白であろう。各個人 tETについて，点 （xt,Yt）が l(xt, Yt) 
上で v(x,y）の値を一意に最大化する点として一斉に選び出されるとき，関
数 v(x, y）を，客観的価値関数と呼ぼう。正確には， v(x,y）が客観的価値
?
?
?
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関数であることは，次の条件が満たされることである・
条件1 （全域的最適性）．各 tETについて，点 （xt,Yt）は
V (Xt, Yt）二 m似｛v(x, y) I (x, y) E l(xt, Yt)} 
を満足する唯一の点である。
もしこのような関数が存在すれば，各点 （xt,Yt) EXの客観的価値として値
v (xt, Yt）を付与することができる。
以上の条件IおよびIを結合すれば，われわれの客観的評価の方法は次のよ
うに要約される。まず，各個人の貢献を，均等配分の性質をもっ個人的価値と
して評価し，正規化する。次に，全域的最適性を満たす任意の関数Uを選んで
各点 （xt,Yt）を同じウェイトのもとで同じ個人的価｛直をもっ点の中での Uの
唯一の最大点として特徴づける。このときの値v(xt, Yt）が，点 （xt,Yt）の
客観的価値を与える。こうして得られる客観的価値が個人間での比較を許すこ
とは自明である。
4 .積尺度
われわれは次の定理を証明する。これは，関数v(x, y）が本質的に積xy 
と同等で、あることを意味する。
定理 関数v(x, Y）は全徴分可能で、あるとする。このとき， v (x, Y) 
が客観的価値関数であるための必要十分条件は，任意の微分可能な狭義単調増
加関数g(z）に対して
v (x, y) =g(xy) 
となることである。
証明（必要性）． (xt, Yt）をXの任意の点とする。条件 IとIによって，
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(x, y) = (xt, Yt）において
生乙金一生＿J'.
δviδy-bt-x 
それゆえ，関数Uを点 （xt, Yt）で全微分すれば，
δv av 
dv=-dx＋一ーのδ＇X ay .)' 
1 av ＝一一（ydx+xdy)x ay 
1 av 
=x-a_y d(xy), 
条件Iから，この式は任意の点 （x,y) EXについて成立する。関数gの狭
義単調性から δviδy>0，また x>Oだから，任意の点 （x, y) E Xについ
て，
dv ~ 0 +--+ d (xy）孟O
これは Uが積xyの狭義単調変換で与えられることを意味する。
（十分性）．任意の点 （xt, Yt) EXに対し，ぬ＞ 0' bt> 0かつαtXt=btYt 
を満たすウェイト at，んをとる。集合C(xt, Yt）を
C (Xt, Yt) = { ( X, Y）巴 xI xy孟XtYt}
と定義すれば， C(xt, Yt）は明らかに凸集合であり，線分 f(Xt, Yt）がC
(xt, Yt）を点 （xt, Yt）で支持すること；集合 C(xt, Yt）パl(xt, Yt）が点
(xt, Yt）のみを含むことは容易に確かめられる。さて，集合G(xt. Yt）を
G (xt, Yt) = { ( x, Y）巴xI g (xy）孟g(XtYt)} 
と定義すれば＇， gの狭義単調性からG(xt, Yt）も凸であり，点 （xt, Yt）にお
いて l(xt, Yt）に支持され，さらに集合G(xt, Yt）円 l(xt, Yt）は点 （xt.
Yt）のみを含む。ゆえに，
g (xy) > g (XtYt）ならば （x, y）隼l(xt, Yt) 
であり，点 （xt, Yt）は関数g(xy）をl(xt, Yt）上で一意に最大化する。条件
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Iによって，このことは関数v( x , Y ) = g (xy）が客観的価値関数であるこ
とを意味する。（証明終）．
この定理によって，われわれは客観的価値関数としてf(x, y) =xyを選ぶ
ことができる。 fの任意の単調変換uもまた全く同じ機能をもつのてコ積尺度
は客観的価値関数のクラスの代表元である。
われわれのもとの問題にたち返ると，各個人iENの貢献の客観的価値は，
得点ぬと Yiとの積 XiYiで与えることができる。これによって，すべての個人を
順序づけることが可能となる。
前に述べたように，積尺度による客観的価値はいかなる線形尺度にも備わっ
ていない限界代替率逓減という性質をもっている。これがどのような意味を
もっているかを，次の例でみてみよう。
例 2 (x1, Y1 ) = ( 4, 4 ) , （~，見）ニ（ 8' 2) 
とすると個人 1と個人2はともに同じ客観的価値16を得ている。しかし，値16
を変えずに第 1要素の得点と第2要素の得点を代替きせたとすると，代替率は
個人 1については l，個人2については1/4である。これは，個人2について
は，第2要素の価値が第 1要素の価値の4倍であることを示している。
この例によって，積尺度は一方の要素の得点が低くなるにつれて，その重要
度を増加させることがわかる。すなわち，得点が相対的に低くなると，その要
素の得点を高める必要性がさらに大きくなるということである。これは， 2つ
以上の要素から成る貢献の客観的価値の特性としては当然のことである。これ
に対して，線形尺度は得点の組（x,y）にすでに含まれている情報と独立で
あるため，このようなf寺性を欠いているのである。
残された問題は，最大の客観的価値をもっ個人が2人以上存在する場合で，
この場合は 1人を選び出す特定のルールが必要で、ある。たとえば，偶然機構に
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よって決定することが考えられるが，この問題はここではたち入らないことに
する。なお，このtie-breakingルールの必要性はいかなる客観的尺度を用い
たとしても排除できないことに注意しておこう。
5.おわりに
ここで展開した論理のルーツは，まず Shapley〔1969〕に求めることができ
る。そこで考察された問題は， Shapley値をいかにして一般のゲームに拡張す
るか， というもので，むろん，ここで考察した問題とは異なる。むしろ，積の
最大化が結果として得られるという意味では， Nash〔1950〕の交渉問題
(Bargaining Problem）との関連が深い。実際，この Nashの交渉解は後に，
Kaneko and Nakamura〔1979〕によって，社会選択理論の中に Nash型社会
厚生関数として位置づけられることになる。これは，社会厚生関数は，各個人
のNM効用の積として与えられるべきであることを公理的方法によって示し
たもので，現在では経済の厚生分析のための重要な用具となっている。本稿で
示したことは，具体的な社会選択問題に対しても得点の積という形ではあるが
Nash型の評価方法が成立し得るということである。最後に，積の最大化とい
う評価基準をより実際的な問題に本格的に応用した貴重な文献として Bonnar-
deaux, et al〔1976〕をあげておくべきであろう。
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